
令和５年９月27日(水）

国土交通省 水管理・国土保全局 下水道部

令和６年度下水道事業予算概算要求の概要と
社会資本整備総合交付金等の交付要件について



１．令和６年度下水道事業予算

概算要求について
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令和６年度下水道関係予算概算要求の規模、内訳

単位：百万円

※下水道事業に係る費用は、この内数

社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金

下水道防災事業費補助、下水道事業費補助、下水道事業調査費等 単位：百万円

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施に必要な経費

事項要求 以下については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

区分
令和６年度要求額 令和５年度予算額

対前年度
倍率

国費 国費
うち「重要政策推進枠」

社会資本総合整備 1,650,593 423,313 1,380,489 1.20
うち社会資本整備総合交付金 656,283 165,514 549,190 1.20
うち 防災 ・ 安全交付金 994,310 257,799 831,299 1.20

区分

令和６年度要求額 令和５年度予算額
対前年度

倍率国費 国費
うち「重要政策推進枠」

下水道防災事業費補助：

• 大規模な雨水処理施設の計画的な整備や適切な機能確保、河川事業と一体的に実施する事業へ
の支援等

79,407 18,792 66,451 1.20

下水道事業費補助：

• 温室効果ガス削減に資する事業等やPPP/PFI手法等を活用した事業、下水汚泥資源の肥料化等
8,405 4,096 7,101 1.18

下水道事業調査費等：

• 国が自ら行う技術実証事業等
3,743 0 3,743 1.00

合計 91,555 22,888 77,295 1.18

上下水道一体で運営基盤強化等の取組を推進するため新たな補助金を創設 要求額（国費）【３,９６０百万円】（皆増）

上下水道基盤強化等補助金
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○ 上下水道の共通の課題に対して、官民連携や研究開発など上下水道一体的な取組を推進

令和６年４月に水道整備・管理行
政が厚生労働省から国土交通省
へ移管

官民連携をはじめとする上下水道
の共通課題や研究開発に対して、
上下水道一体の取組を推進する
ことが必要

水道事業の防災機能についても、
国交省のノウハウや現場力を活用
した強化が必要

背 景

上下水道基盤強化等補助金の創
設

上下水道科学研究費の創設

TEC-FORCE等の防災体制・機能
の拡充・強化

概 要

上下水道一体の取組の推進 R６新規事項
（行政経費ほか）

＜上下水道基盤強化等補助金の創設＞

●官民連携事業等基盤強化推進事業

●IoT・新技術活用推進事業

• 官民連携の導入に向け調査、検討及び計画作成等
に関する事業を支援

• 各自治体におけるウォーターＰＰＰの導入検討に対す
る定額補助

→ウォーターＰＰＰの導入の加速化を図る

• 発生する汚泥の肥料利用を行う上で必要な検討経費、調
査機器の導入費用等を定額支援

→汚泥の肥料利用の加速化を図る

• IoT・新技術について、実際に活用した事業を支援

→新技術等の活用による基盤強化を図る

• BCP（業務継続計画）等の作成を補助

→機能確保および持続的な事業確立を図る

＜防災体制・機能の拡充・強化＞

散水車（給水装置付）による給水支援

＜上下水道科学研究費の創設＞

・上下水道で共通する課題に関する基礎研究の推進

→上下水道のシナジー効果の発揮を図る

研究のイメージ

●汚泥再生利用推進事業

●業務継続計画策定事業

・水道に関する被災対応（給水車支援）を強化

・災害発生のおそれ段階から、災害に備えた対応も、災害緊
急対応事業で負担できるように既存制度の要件緩和

→地方部局の現場力を活用した体制構築
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○ 下水汚泥資源の肥料化の推進のため、肥料化施設の整備を集中的に支援

食料安全保障強化政策大綱（令
和4年12月27日 決定）において、
大半を輸入に依存する化学肥料
原料の安定供給に向け、2030年
までに堆肥・下水汚泥資源の肥
料利用量を倍増する目標を位置
づけ

目標達成のため、地方公共団体
による積極的な事業化が必要

背 景

肥料化施設の整備を集中的に支
援する下水汚泥肥料化推進事業
の創設

概 要

下水汚泥肥料化推進事業の創設 R６新規事項
（個別補助金）

〇肥料化施設の整備を集中的に支援

自治体が行う下水汚泥の肥料利用に係る施設整備に対して集中的に支援

民間事業者が整備する関連設備（ペレット化、成分調整等）についても対象

リン回収施設 肥料ペレット
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○ 良好な水環境へのニーズが高く、水辺利用計画が定められた水域等の特定の水域における、合
流式下水道の改善対策を推進

令和５年度末を対策期限とする合流式
下水道緊急改善事業の完了により、合流
式下水道の雨天時放流水質は、一定の
水準（いわゆる分流並み）を達成する見
込み

一方大都市を中心に、水が滞留しやすい
閉鎖性水域や水辺環境を活かしたまちづ
くりが進められている水域では、更なる対
策の強化が必要

背 景

良好な水環境へのニーズが高く、水辺利
用計画が定められた水域等の特定の水
域における、合流式下水道改善計画の
策定や、改善対策を支援する特定水域
合流式下水道改善事業を創設

概 要

特定水域合流式下水道改善事業の創設 R６新規事項
（交付金）

堆積物回収作業

貯留施設の整備

多様な主体と
連携した計画策定

・雨天時越流水対策
・再生水の導水等

環境部局

河川部局

・水辺や水生
生物の調査等
・清掃活動

・雨天後の河川
のモニタリング
調査等

地域住民・団体

・河床の整正
・堆積物等の浚渫
・浄化設備の設置

等

下水道部局

合流式下水道改善計画の策定支援

合流式下水道の改善対策への補助

白濁化状況 スカムの発生状況 首都高速道路日本橋区間地下化事業
（首都高速道路㈱HPより引用）

〇水質悪化が生じやすい水域
（感潮河川や平常時の河川流量が少ない等）

〇地域の水環境へのニーズの高まり
（水辺環境を活かしたまちづくりや、水辺の賑わいの創出）

▶ 合流式下水道の雨天時越流水等の更なる対策強化が必要

・貯留施設の整備
・簡易処理の高度化施設の導入
・遮集量の増強や放流先の変更 等の対策強化への補助
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○ 下水道における広域化・共同化のさらなる促進のため、統廃合する既存施設の有効活用を支援

全ての都道府県で広域化・共同化
計画の策定が令和４年度に完了し、
更なる推進が必要

施設の統廃合にあたっては、受け
入れ側施設に影響を与えないよう、
廃止側施設からの下水量を適切
に調整することが必要

背 景

統廃合する既存施設を有効活用
し、流量変動に対応するための調
整池等に改造する費用を補助対
象に追加

概 要

下水道広域化推進総合事業の拡充 R６新規事項
（交付金）

T T 終末処理場の廃止

既存施設の有効活用事例（調整池へ改造）

A地区公共下水道 B地区公共下水道
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○ 河川管理者等と連携し、内水被害の早期軽減に向けた浸水対策を推進

下水道浸水被害軽減総合事業の拡充 R６新規事項
（交付金）

○５年程度を目途に内水被害常襲地域で、河川改修や下水道整備などのハード
整備やハザードマップの策定などのソフト対策に加え、田んぼダムの活用や住まい
方の工夫などを、総合的・集中的に実施して内水被害の早期軽減を図るため、都
道府県において策定

・・・下水道浸水被害軽減総合事業の交付対象

＜内水被害等軽減対策計画について＞

○内水被害等軽減対策計画として認定された地区を下水道浸水被害軽減総合事業
の地区要件に追加

＜下水道浸水被害軽減総合事業について＞

気候変動の影響により全国各地
で内水被害が頻発

河川改修や下水道整備などの
ハード整備やハザードマップの策
定などのソフト対策に加え、田ん
ぼダムの活用や住まい方の工夫
などを、総合的・集中的に実施し
て内水被害の早期軽減を目指
すことが必要

背 景

内水被害等軽減対策計画として
認定された地区を下水道浸水被
害軽減総合事業の地区要件に
追加

概 要
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※平成15年度より採択を取りやめ

○ 特定公共下水道事業により、適切な役割分担のもと、排水対策を行い、良好な水環境を保全

特定公共下水道事業の採択再開 R６新規事項
（交付金）

半導体は経済安全保障推進法の「特
定重要物資」であり、国内での生産体
制強化にむけて、半導体関連企業等
による工場建設が加速

多量の水を必要とする半導体関連工
場にとって、地域と相互に発展する上
で、適切な役割分担の下、適切な排
水対策を行い、良好な水環境を保全
することが必要

背 景

特定の事業者に公害防止事業費事業
者負担法に基づく負担を求める特定
公共下水道事業の採択を再開

概 要

＜特定公共下水道の概要＞
特定の事業者の事業活動に主として利用されるもので、特定
の事業者に公害防止事業費事業者負担法に基づく負担を求
めるもの
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下水道事業調査費

*  B-DASHプロジェクト：Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage High Technology Project

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト*）：令和６年度新規実証事業下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト*）：令和６年度新規実証事業

下水汚泥資源の肥料利用促進に向けたりん資源回収技術

現状と課題

下水汚泥資源の肥料利用の現状

下水汚泥の処理過程において、りんを回収する技術は、重金属の影響を除外できるなど、肥料利用の促進に活用可能。

しかしながら、全国的な普及に向けては、さらなるコストの縮減や、技術の多様化、高度化が必要

りん回収コストの低減や多様化・高度化したりん資源回収技術の確立により、下水汚泥資源の肥料利用を促進

濃縮設備 （消化設備） 脱水設備濃縮汚泥 消化汚泥 脱水汚泥

濃縮分離液 脱水ろ液

生汚泥・
余剰汚泥

汚泥処理過程

（焼却設備） 焼却灰

新技術の開発

・汚泥の濃縮分離液や脱水ろ液等からのりん回収に関して、より経済性と機能性の高い技術
・汚泥の焼却灰からのりん回収に関して、より経済性と機能性の高い技術
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２．社会資本整備総合交付金等の

交付要件について
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社会資本整備総合交付金等交付にあたっての要件

○ 令和５年度より、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金の交付にあたって要件を新たに追加している。

○ 具体的には、令和元年度における要件に加え、PPP／PFI の導入に関する民間提案を求め、適切な提案を採用する
要件を追加。

① 人口20万人以上の地方公共団体において、下水処理場における施設の改築（概算事業費10億円以上）を行うにあたっては、予めコンセ
ッション方式の導入に係る検討を了している又は検討スケジュールを明確にしていることを交付要件化。

② 全 て の 地 方 公 共 団 体 に お い て 、 下 水 処 理 場 に お け る 施 設 の 改 築 （ 概 算 事 業 費 10 億 円 以 上 ※ ） を 行 う に あ た っ て は 、
予め当該処理場の統廃合に係る検討を了していることを交付要件化。

※ 都道府県構想及びアクションプランの見直しが完了している地方公共団体については、概算事業費が3億円を超えるもの。

③ 人口20万人以上の地方公共団体において、汚泥有効利用施設（消化ガス発電施設、固形燃料化施設、肥料化施設、リン
回収施設、汚泥焼却排熱利用施設、建設資材化施設等）の新設（概算事業費10億円以上）を行うにあたっては、原則としてPPP/PFI手
法（コンセッション、PFI、DBO、DB）を活用することを交付要件化。

④ 全ての地方公共団体において、広域化・共同化計画の策定に向け、平成30年度中に少なくとも一度以上、都道府県の管内
全ての市町村が参画する検討の場を設けるとともに、令和4年度までに計画を策定することを要件化。

⑤ 人口３万人以上の地方公共団体においては、令和２年度以降の予算・決算が公営企業会計に基づくものに移行していること、

人口３万人未満の地方公共団体においては、令和６年度以降の予算・決算が公営企業会計に基づくものに移行していること
を要件化。

⑥ 公営企業会計を適用済の地方公共団体において、少なくとも５年に１回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する
検証を行い、経費回収率の向上に向けたロードマップを策定し、国土交通省に提出することを要件化。

⑦ 全ての地方公共団体において、下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）における実証技術の導入が可能な施設の新設・増
設 ・ 改 築 （ 原 則 と し て 概 算 事 業 費 3 億 円 以 上 ） を 行 う に あ た っ て は 、 予 め 実 証 技 術 の 導 入 に 係 る 検 討 を 了 し て い る
ことを交付要件化。

⑧ 人口10 万人以上の地方公共団体等において、PPP/PFI の導入に関する民間提案に対する受付窓口を明確にし、事業見通しを公表した
上で、補助対象事業費の合計が10 億円以上と見込まれる民間提案を受領した場合には、検討の上、適切な提案は採用することを要件
化。

要件化の内容
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（参考）交付金等にかかる要件等①

１，事業全般にかかる要件等
＜個別処理との経済比較＞

○分流式の汚水に係る公共下水道については、当該公共下水道による汚水処理が個別 に設置される浄化槽よりも経済的であること
○上記について、毎年度11月末日までに、市町村毎の汚水に係る下水道計画（全体計画）について所定の項目の点検を行い、その結果を

国土交通省に提出すること。
＜広域化・共同化＞

○令和４年度末までに、各都道府県において広域化・共同化計画を策定すること。
＜経営状況の見える化、使用料改定の必要性の検討＞

○人口3万人以上の地方公共団体については、令和２年度以降の予算・決算が公営企業会計に基づくものに移行していること。
人口3万人未満の地方公共団体については、令和６年度以降の予算・決算が公営企業会計に基づくものに移行していること。

○公営企業会計を適用済の地方公共団体において、少なくとも５年に１回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を行い、
経費回収率の向上に向けたロードマップを策定し、国土交通省に提出すること。

○人口10 万 人以上の地方公共団体等が、下水道整備事業（改築を含む）を実施する場合は、PPP/PFI の導入に関する民間提案に対する受付窓口

を明確にし、国庫補助を受けて事業に着手する前に事業の実施見通しを公表すること。その上で、補助対象事業費の合計が10 億円以上と見込ま
れる民間提案を受領した場合には、その適切性を検討の上、適切な提案は採用すること。一方、適切でないと判断した場合は検討結果を国土交
通省に提出し、国土交通省による検証を経ていること

＜PPP/PFI の導入に関する民間提案の採用検討の要件化＞
○人口10 万人以上の地方公共団体等において、PPP/PFI の導入に関する民間提案に対する受付窓口を明確にし、事業見通しを公表した上で、

補助対象事業費の合計が10 億円以上と見込まれる民間提案を受領した場合には、検討の上、適切な提案は採用すること。

２，事業を新規に実施する際にかかる要件等
＜事業評価＞

○交付金事業：
平成29年4月1日以降に事業に着手するものであって、新たに下水道事業に着手する市町村等や事業規模の大きい基幹事業を対象として、
費用便益比を算出し、社会資本総合整備計画に記載すること。

○補助事業（下水道事業費補助、下水道防災事業費補助）：
平成31年4月1日以降に実施する事業については、「国土交通省所管公共事業の事業評価実施要領」に則って事業評価を実施すること。

＜雨水公共下水道＞
○雨水公共下水道の整備区域は、「都道府県構想」の見直しの結果、公共下水道による汚水処理を行わないこととした区域を対象とする。

＜都市下水路＞
○都市下水路事業で交付対象事業となるのは、原則次のすべてに該当するものとする。

①集水面積50ha以上、②浸水指数（浸水戸数×浸水回数×浸水時間）5,000以上、③全体事業費3億円以上
（ただし、離島対策事業、積雪対策事業、富裕団体については別途規定。）

*1

*2

*3

*3

*4

*5

*6

*7

*3

*3
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（参考）交付金等にかかる要件等②

３，施設整備にかかる要件等

＜施設の改築＞
○下水道施設の改築に際して交付対象となる施設については、以下のとおり取り扱う。

１，事業計画等に基づく適正な維持管理を前提として、別表に定める小分類以上の施設であり、かつ同表に定める年数を経過していること。
２，以下（１）（２）については、上記１によらず対象とする。

（１）小分類未満の施設であり、適正な維持管理を前提として、ストックマネジメント計画に位置づけられた長寿命化対策
（２）適化法に定める処分制限期間を経過した施設であって、特殊な環境条件により機能維持が困難となった場合等

３，令和９年度以降、管路施設の改築については、その施設情報や維持管理情報が地理情報システムを基盤としたデータベースシステムにより管理されていること。
４，平成28年度より、上記の交付対象となる施設は、下水道ストックマネジメント計画に位置づけられたものに限定する。ただし、他の事業制度に

基づく計画に位置づけられたものを除く。

○下水処理場の施設改築（別表の中分類以上）のうち、人口20万人以上の地方公共団体で、工事契約1件あたりの概算事業費が10億円以上と
見込まれるものは、予めコンセッション方式の導入に係る検討を了している又は検討スケジュールを明確にしていること。

○下水処理場の施設改築（別表中分類以上）のうち、全ての地方公共団体で、工事契約1件あたりの概算事業費が10億円以上と見込まれるものは、
予め施設統廃合に係る検討を了していること。ただし、都道府県構想及びアクションプランの見直し（都道府県構想見直しに関する4省通知
に基づく見直し）が完了している団体については、概算事業費が3億円を超えるものを対象とする。

○汚水処理の衛生処理システムの概成後においては、重要な公共用水域の水質保全等のために特に必要がある場合等を除き、汚水に関する
下水道管渠の維持更新（管渠の排除能力又は水質改善機能の増強を伴わないものに限る。）のうち、新規事業分については、原則として国庫
補助負担事業を廃止する。

○更生工法による管渠改築に関する交付対象は、所定の条件をすべて満たすものとする。

＜エネルギー利用、省エネ、新技術の活用等＞
○汚泥有効利用施設の新設のうち、人口20万人以上の地方公共団体で、工事契約1件あたりの概算事業費が10億円以上と見込まれるものは、

原則としてPPP/PFI手法（コンセッション,PFI,DBO,DB等）を導入すること。

○消化槽、消化ガス発電、焼却炉等の施設の設置、改築を行う場合、エネルギー効率に優れた技術の導入（原則、別表に定める性能指標を
満たすもの）を要件とする。

○省エネ化を目的として標準的な設備以外の設備を導入する場合、標準的な設備を導入する場合より導入費用が上回らないこと。また、複数の
同種設備を同時期に更新する場合には、設備の集約等の可否について実施設計等において検討すること。

○B-DASHにおける実証技術の導入が可能な施設の新設・増設・改築（原則として概算事業費3億円以上）を行うにあたっては、予め実証技術の
導入に係る検討を了していること。

○売電のための発電設備、送電施設等については、国庫補助金等の交付目的を逸脱するため、交付対象とならない。

*3

*3

*1

*10

*3

*11

*12

*13

*8

*9

*3
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（参考）交付金等にかかる要件等③

【参照通知等一覧】

*1 下水道法施行令第24条の2第1項第1号及び第2号並びに第2項の規定に基づき定める件（S46.10.9 告示第1705号、一部改正R3.3.31）

*2 昭和46年建設省告示1705号の改正に伴う告示の運用について（R3.4.2 国水下事第8号）

*3 社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件等の運用について（R5.4.3 国水下事第46号）

*4 下水道事業における費用便益比の算出について（H30.5.14 下水道事業課課長補佐事務連絡）

*5 下水道事業における事業の効率性の向上及び透明性の確保について（H31.3.29 , R2.3.31 下水道事業課企画専門官事務連絡）

*6 水防法等の一部を改正する法律の一部施行等について（H27.11.19 国水下企第81号）

*7 社会資本整備総合交付金交付要綱 附属第Ⅱ編 （最終改定 R5.5.19）

*8 下水道施設の改築について（R4.4.1国水下事第67号下水道事業課長通知）

*9 持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想の見直しの推進について（H26.1.30 農水省・総務省・国交省・環境省4省通知）

*10 下水道管きょの更生工法による改築に関する交付対象の運用について（R1.7.3 下水道事業課事業マネジメント推進室課長補佐事務連絡）

*11 下水道事業におけるエネルギー効率に優れた技術の導入について（H29.9.15 国水下事第38号）

*12 設備更新時の省エネルギー設備の導入にあたっての留意事項について（H28.4.1下水道事業課課長補佐事務連絡）

*13 再生可能エネルギーの固定価格買取制度における下水道事業の補助金等交付の考え方等について

（H24.9.14下水道事業課企画専門官, 課長補佐（事務）事務連絡）

下線はR1.7以降に更新のあったもの
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3．社会資本整備総合交付金等の

交付要件について
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【機密性２】
社会資本整備総合交付金等の交付要件（経営関係）

（R5.4.3国土交通省下水道部下水道事業課通知の抜粋）
⑤公営企業会計の適用に係る要件

・人口３万人以上の地方公共団体については、令和２年度以降の予算・決算について、公営企業会計に移行
・人口３万人未満の地方公共団体※については、令和６年度以降の予算・決算について、公営企業会計に移行

※将来にわたる継続を見込まない事業や、災害対応その他の理由により、期間内の移行が著しく困難な市区町村を除く。
⑥使用料改定の必要性の検証に係る要件

公営企業会計の導入済みの地方公共団体について、令和２年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、
・下水道使用料の改定の必要性に関する検証
・経費回収率の向上に向けたロードマップを策定
・国土交通省へ提出するとともに、検証結果を公表

（※令和2年度の予算・決算が公営企業会計に基づくものに移行していない団体は、公営企業会計に基づく予算・決算に移行した年度以降。）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

R6年度以降の予算決算が公営企業会計に移行してること（※2）

戦略の見直しR7年度まで
（総務省通知：R4.1.25）

令和2年度以降の予算・決算が公営企業会計に移行してること（※1）

経営戦略への経費回収率向上に向けた
ロードマップへの記載（R6年度まで）

経営戦略への経費回収率向上に向けたロードマップへの記載（公営企業会計に移行してから５年以内）

（例）令和5年度から公営企業会計に移行した場合
・・・遅くてもR9年度までにロードマップを経営戦略に記載

人口３万人以上
（R2年度までに
公営企業会計に
移行している団
体）

人口３万人未満
（R2年度以降に
公営企業会計に
移行した団体）

※参照される総務省通知
1.総務省通知：H27.1.27
2.総務省通知：H31.1.25



【機密性２】

社会資本整備総合交付金等の交付要件は、『社会資本整備総合交付金交付要綱の付属第
Ⅱ編』に定められており、要件を満たすものに限り、交付対象となる。
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使用料適正化の促進方策について社会資本整備総合交付金等交付にあたっての要件【参考】

（１）地域・規模等要件
（２）下水処理場における施設改築に あたってのコンセッション方式導入検討要件

・人口２０万人以上の地方公共団体
・工事契約１件あたりの概算事業費が１０億円以上と見込まれる改築事業

（３）下水処理場における施設改築にあたっての施設統廃合検討要件
・工事契約１件あたりの概算事業費が１０億円以上と見込まれる改築事業

（４）汚泥有効利用施設新設に際してのＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入要件
・人口２０万人以上の地方公共団体
・工事契約１件あたりの概算事業費が１０億円以上と見込まれる事業

（５）「広域化・共同化計画」策定に係る要件
・平成３０年度末までに、都道府県を単位とした広域化・共同化に関する計画の策定に着手
・令和４年度末までに、都道府県を単位とした広域化・共同化に関する計画を策定

（６）公営企業会計の適用に係る要件
・人口３万人以上の地方公共団体については、令和２年度以降の予算・決算について、公営企業会計に移行
・人口３万人未満の地方公共団体※については、令和６年度以降の予算・決算について、公営企業会計に移行
※将来にわたる継続を見込まない事業や、災害対応その他の理由により、期間内の移行が著しく困難な市区町村を除く。

（７）使用料改定の必要性の検証に係る要件
公営企業会計の導入済みの地方公共団体について、令和２年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、

・下水道使用料の改定の必要性に関する検証
・経費回収率の向上に向けたロードマップを策定
・国土交通省へ提出するとともに、検証結果を公表

（８）下水道革新的技術実証事業における実証技術の導入検討要件



【機密性２】社会資本整備総合交付金等における重点配分項目【参考】

※ PPP/PFI、地震対策等でも汚水の改築の性格があるものは対象から除外（PPP/PFIで実施する処理場の改築、耐震で実施の管更生 等）

○ 社会資本整備総合交付金等による国費支援については、特定の事業に対して重点配分を実施。

○ 令和５年度予算より、肥料利用やカーボンニュートラル地域モデル処理場、コンセッションに係る事業を重点配分項目
に追加。

1
8

令和５年度の重点配分項目

【社会資本整備総合交付金】 ※令和５年度変更箇所
① アクションプランに基づく下水道未普及対策事業 （汚水処理施設整備が概成していない団体に限る）
② PPP/PFI、下水汚泥のエネルギー・肥料利用、広域化・共同化の取組を推進するため追加的に必要※となる下水道

事業
③ コンセッション事業に含まれる下水道施設の設置・改築事業

（注）公営企業会計を適用した地方公共団体においては、以下のいずれにも該当しないことを要件とする。
①経費回収率の向上に向けたロードマップに定めた業績目標を達成できない場合。
②令和７年度以降、供用開始後30年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が150円/m3未満であり、かつ経費

回収率が80％未満であり、かつ15年以上使用料改定を行っていない場合。

【防災・安全交付金】
① 各地方公共団体が定める下水道事業計画に基づく雨水対策事業

（雨水出水浸水想定区域の指定対象団体は、令和８年度以降は、最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図を
作成済みである場合に限る）

② 国民の安全・安心の確保に向けた以下の取組を推進するために追加的に必要※となる下水道事業
・南海トラフ地震・首都直下地震の対象地域における重要施設（揚水・沈殿・消毒施設、管理棟、下水道総合地震計画に位置づけら

れている管渠）の地震対策

・下水道総合地震対策事業（国土強靱化地域計画に基づき実施するもの又はマンホールトイレ整備を含むものに限る）

・下水道施設の耐水化・非常用電源確保（津波対策を含む）

③温室効果ガス削減効果の高い脱炭素化事業
・従来より２０％以上の消費電力量もしくは温室効果ガス排出量を削減できる機能向上改築

・「カーボンニュートラル地域モデル処理場計画」に位置付けられた事業

④コンセッション事業に含まれる下水道施設の設置・改築事業



【機密性２】社会資本整備総合交付金等の交付要件確認についての留意事項

交付要件の確認にあたっては、毎年度11 月末日の次年度予算要望調書の提出まで
に、別紙１の「交付要件確認チェックシート」を、各地方公共団体から地方整備局
等を経由して下水道事業課へ提出していただくこととします。
チェックシートと共に、経営戦略のうち以下の①～③に関する事項が記載された

箇所(いずれも該当部分の抜粋のみで可)の電子ファイルについても別紙２～５に従
い提出いただくようお願いします。

【経営戦略におけるロードマップ関連記載事項】
①経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限
②収入増加・支出削減のための具体的取組及び実施時期
③収支構造の改善の要否等について、少なくとも5年に1度の頻度で、定期的な検
証・見直しを行う旨
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下水道事業課・下水道企画課管理企画指導室 企画専門官 事務連絡（令和３年６月３日） 抜粋



【機密性２】

チェックシート記載日 都道府県名 市町村名

１．公営企業会計の適用状況
適用済み 適用年度 未適用

２．令和2年度以降※、少なくとも5年に1回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を実施
※令和2年度までに公営企業会計適用していない場合、「公営企業会計適用した年度以降」とする。）

実施済 実施年度 未実施

3．経営戦略の内容

①経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限が記載されているか
記載済み 未記載

②a 経費回収率向上に向け、収入増加のための具体的取組及び実施時期が記載されているか（使用料
の改定、下水道施設・未利用資源の有効活用や接続促進による収入増など、収入を増加させるための
取組が記載されていれば可）

記載済み 未記載

②b 経費回収率向上に向け、支出削減のための具体的取組及び実施時期が記載されているか（包括的
民間委託等による維持管理費の削減（新規・継続問わず）や新技術の導入、広域化・共同化、処理場
の運転方法の見直し、電力契約の見直しなど、支出削減のための取組が記載されていれば可）

記載済み 未記載

③収支構造の更なる適正化に向けて、少なくとも５年に１度の頻度で、定期的に検証・見直しを行う旨が記載さ
れているか（表現ぶりは、「○年毎に検証する」といった大まかなもので可とする※）
※ 「検証・見直し」の具体的内容としては、収支実績・取組効果の確認、業績目標or収支見通しとの乖離の確認及びその原
因分析、今後の取組について検討、見直しを行い、収支見通しの改定等を行うことを想定しており、関連する記述の有無で
判断する。

記載済み 未記載

４．経営戦略が公表されているか
公表済み 未公表

【記入要領】
・上記1.～4.の全てについて記載すること。
・1．で公営企業会計適用済みと回答した団体については、令和7年度以降（令和2年度以降に公営企業会計を適用した団体については、適用年度から5年経過
以降）、2．、3．（②はaとbのいずれかのみで可）、４．の全てを満たしていることが交付要件となる。
・なお、人口3万人以上の地方公共団体については、令和2年度以降の予算決算が公営企業会計に基づくものに移行していること、人口3万人未満の地方公共
団体については、令和6年度以降の予算決算が公営企業会計に基づくものに移行していることを交付要件としている。
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（別紙１）交付要件確認チェックシート



【機密性２】

要件を満たす団体数

506 
35%

（国交省で確認したところ）

要件を満たしていない団体数
167 
12%

②現時点では要件を満

たしていないと回答した

団体数

751 
53%

n=1,424

要件を満たす

団体数

378
26%

（国交省で確認し

たところ）

要件を満たして

いない団体数
339
24%

②現時点では要件

を満たしていないと

回答した団体数

712
50%

n=1,428

社会資本整備総合交付金等の交付要件の適合審査の状況（Ｒ４末時点）

○ 交付要件確認チェックシート及び「社会資本整備重点計画における経営に関する指標の状況調査に
ついて（うち設問３） 」で実施した調査結果を基に各自治体におけるロードマップの記載状況を確認し
たところ、①全て記載済みと回答した673団体のうち、506団体が交付要件を満たしている状況。

(R5.3末時点)交付要件を満たしている団体数が
約380団体から約510団体へ増加

①要件を満たして
いると回答した団
体数

673
47％

(R4.3末時点)

①要件を満たして
いると回答した団
体数

716
50％



【機密性２】
社会資本整備総合交付金等の交付要件を満たすための経営戦略に記載すべきポイント
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○ 経営分析には複数の指標を用いるべきであり、例として、経費回収率、経常収支比率、水洗化率等
が挙げられる（経営比較分析表における経営指標の概要を参考）

○ 業績指標に対し目標値を設定する際、現状値からどの程度推移しているか。現状値、中間値、目標
値の設定など段階的な目標設定を記載すること

○ 業績指標達成のため、具体的な取組をいつ実施するのかを記載すること
（例：令和○年度までに経費回収率を○％に向上させるため令和○年度に使用料改定を実施する）

○ 具体的取組を記載する際、取組を「検討する」のみ記載するだけではなく、具体的な実施時期も記載

○ 業績指標達成に向け、既に実施している取組がある場合は、継続して実施している旨記載
（例：令和○年度から継続して～を実施している）

○ 業績指標達成のため、具体的な取組をいつ実施するのかを記載すること
（例：令和○年度に包括的民間委託等の実施により維持管理費の削減を図る）

○ 具体的取組を記載する際、取組を「検討する」のみ記載するだけではなく、具体的な実施時期も記載

○ 業績指標達成に向け、既に実施している取組がある場合は、継続して実施している旨記載
（例：令和○年度から継続して～を実施している）

定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

収入増加のための具体的取組及び実施時期の記載例（３．②a関係）※

支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)※

※既に経費回収率100％以上の団体については、今後も100％を維持するための具体的な取組を「引き
続き」実施する旨記載願います

※業績指標と業績指標達成のための具体的取組については、なるべくリンクするように記載願います



＜交付金の交付要件を満たすための経営戦略の記載例＞



【参考】定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

愛知県春日井市の例 神奈川県秦野市の例

埼玉県熊谷市の例

埼玉県さいたま市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋 24



【参考】定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

山形県鶴岡市の例 神奈川県厚木市の例

千葉県木更津市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋 25



【参考】定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

宮城県仙台市の例

福岡県大川市の例

東京都羽村市の例

東京都稲城市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋 26



【参考】定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

滋賀県草津市の例 北海道千歳市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋 27



【参考】定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

千葉県我孫子市の例 山梨県甲斐市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋28

大阪府堺市の例



【参考】収入増加のための具体的取組及び実施時期の記載例（３．②a関係）

千葉県千葉市の例 福井県あわら市の例

熊本県合志市の例

愛知県名古屋市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋 29



【参考】収入増加のための具体的取組及び実施時期の記載例（３．②a関係）

神奈川県葉山町の例山形県鶴岡市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋

詳細は鶴岡市下水道ビジョン(R4.3)で紹介
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【参考】収入増加のための具体的取組及び実施時期の記載例（３．②a関係）

広島県呉市の例

宮崎県宮崎市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋

山口県山口市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

愛知県豊明市の例 千葉県千葉市の例

北海道登別市の例

(抜粋)

(抜粋)

※各自治体の経営戦略より抜粋

新潟県加茂市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

福井県福井市の例 静岡県浜松市の例

香川県観音寺市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

福岡県久留米市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

山形県山形市の例 栃木県佐野市の例

群馬県太田市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

神奈川県横浜市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

宮城県仙台市の例神奈川県鎌倉市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

長野県松本市の例 静岡県静岡市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

愛知県蒲郡市の例 広島県廿日市市の例
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【参考】支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

※各自治体の経営戦略より抜粋

大阪府堺市の例 富山県高岡市の例



＜ 参 考 ＞



【機密性２】

【基礎的データ】
①地方公営企業年鑑
②地方公営企業決算の概要
③地方公営企業決算状況調査
④下水道事業経営指標
⑤経営比較分析表
⑥下水道全国データベース（経営セミナー）

①～⑤：総務省ＨＰにて公開。
【地方公営企業決算】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-
zaisei/kouei_kessan.html

⑥https://portal.g-ndb.jp/portal/

【経営に関するツール等】
①「下水道経営改善ガイドライン」
②下水道全国データベース【再掲】
③財政計画書作成ツール

④「下水道使用料算定の基本的考え方」ベンチ
マーク簡易ソフト

⑤「下水道事業における長期収支見通しの推
計モデル（通称：Model G）」

①、④：日本下水道協会ＨＰにて公開。
※④については、「基本的考え方」購入者に限る。

③、⑤：国交省ＨＰにて公開。

【アドバイザー派遣等】
①下水道経営支援アドバイザー制度
②経営・財務強化マネジメント事業
③下水道アドバイザー制度

①：日本下水道協会、国交省
②：総務省
③：下水道事業支援センター

42

経営に関するデータ・ツールについて



【機密性２】

各団体の経営健全化に向けた取組を支援するため、下水道全国データベースにて以下
の資料等を公表

○下水道事業経営セミナー資料（令和3年3月、7月、令和4年2月、9月、令和5年2月開催)
・学識者の講演、国等からの情報提供、優良団体の事例発表、グループディスカッショ

ン等の資料を公表

○経営健全化に取り組む中小団体の優良事例集
・過去10年間において、段階的に収支構造の改善がなされている中小規模の団体を抽

出し、収支構造改善の取組みや実現できた理由・背景等 について事例集を令和2年
度作成し、公表

・経費回収率100％達成団体の経営状況や取組効果について事例集を令和3年度作成
し、公表

○使用料改定の際に使用した各種資料
・使用料改定を行う際、各自治体が使用した内部検討資料や収支見通しのために推計

したエクセル等を公表

下水道全国データベースを活用した経営関係資料の公表について
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【機密性２】

クリック

44

https://www.jswa.jp/database/

下水道全国データベース（HP）を活用した経営関係資料の掲載について



【機密性２】

45

ログイン

※ユーザコード、パスワードは
サポートデスクにて発行

下水道全国データベース（HP）を活用した経営関係資料の掲載について



【機密性２】

46クリック

下水道全国データベース（HP）



【機密性２】
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下水道事業経営セミナー資料へ

使用料改定時に使用した資料等

下水道全国データベース（HP）



【機密性２】

48今後、他団体からの資料の提供があり次第随時更新

下水道全国データベース（HP）


